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公布された規則のあらまし

◇鳥取県収入証紙規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

収入証紙に係る事務の効率化を図るため､ 知事の権限に属する収入証紙に関する事務を出納局から総務

部庶務集中局に移管するとともに､ 鳥取県栽培漁業センター手数料徴収条例の新設等に伴い､ 所要の規定

の整備を行う｡

２ 規則の概要

(１) 証紙による収入の歳入への受入れに係る事務等を出納局から総務部庶務集中局へ移管する｡

(２) 証紙による収入の方法により徴収する歳入に鳥取県栽培漁業センター手数料徴収条例に基づく手数

料を加える｡

(３) 動物取扱業の登録制度等に係る手数料の徴収根拠が鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例から鳥

取県手数料徴収条例に変更されることに伴い､ 所要の規定の整備を行う｡

(４) その他所要の規定の整備を行う｡

(５) 施行期日は､ 平成18年６月１日から施行される(３)を除き､ 同年４月１日とする｡

◇鳥取県出納局設置規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

出納長の権限に属する事務の明確化､ 事務の効率化等を図るため､ 審査指導室及び集中化推進室を廃止

するとともに､ 会計管理室及び出納室の分掌事務の見直しを行う｡
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２ 規則の概要

(１) 審査指導室及び集中化推進室に係る設置及び分掌事務の規定を削除する｡

(２) 会計管理室及び出納室の分掌事務を改める｡

(３) その他所要の規定の整備を行う｡

(４) 施行期日は､ 平成18年４月１日とする｡

◇鳥取県出納局等事務決裁規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

事務の効率化､ 責任の所在の明確化等を図るため､ 出納局において処理する事務を見直すとともに､ 県

の行政組織の一部改正に伴い､ 所要の改正を行う｡

２ 規則の概要

(１) 出納長の決裁事項及び副出納長､ 出納局長等の専決事項を改める｡

(２) 審査指導室及び集中化推進室に係る代決､ 専決事項等の規定を削除する｡

(３) その他所要の規定の整備を行う｡

(４) 施行期日は､ 平成18年４月１日とする｡

◇鳥取県会計規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

(１) 地方自治法施行令の規定に基づき県税 (自動車税) に係る収納事務を委託することに伴い､ 県の歳

入金の納付の方法にコンビニエンスストアの店舗に納付する方法を新たに追加する｡

(２) 事務の効率化を図るため､ 歳入の徴収及び支出負担行為の手続に係る審査の事務､ 資金前途のでき

る経費等について見直しを行う｡

(３) その他県の行政組織の一部改正等に伴う所要の改正を行う｡

２ 規則の概要

(１) 歳入の徴収及び支出負担行為の手続に係る出納長の事前の審査を廃止する｡

(２) 収納の事務の委託を受けた者が収納する県税 (自動車税) については､ 当該収納の事務の委託を受

けた者のコンビニエンスストアの店舗に納付することができることとする｡

(３) 資金前渡のできる経費につり銭に要する経費及び用地買収等の事業の対象者が印鑑証明書その他の

各種証明書の交付を受けるための手数料を加える｡

(４) 出納機関の出納員等が編さんした支出の証拠書類の出納長への提出を不要とし､ 当該出納員等が保

管することとする｡

(５) その他所要の規定の整備を行う｡

(６) 施行期日は､ 平成18年４月１日とする｡

(７) 所要の経過措置を講じる｡

◇鳥取県物品事務取扱規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

県が作成する刊行物等の有償頒布を開始することに伴い､ 売り払うことを目的として取得した物品 (以

下 ｢売払物品｣ という｡) の売払いの手続を定めるとともに､ 県の行政組織の一部改正に伴い､ 所要の改

正を行う｡

２ 規則の概要

(１) 売払物品の売払いの手続を次のとおり定める｡

① 売払物品を売り払うときは､ 物品売払伺書により行わなければならない｡

② 売払物品を保管する物品保管主任は､ 知事が別に定める場合を除き､ その受払いを売払物品受払簿
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により整理しなければならない｡

③ 所属長は､ 職員をして売払物品の月末の現在高を確認させなければならない｡

④ ③の確認を命ぜられた職員は､ 確認を終了したときは､ 売払物品受払簿に確認済の旨の表示をしな

ければならない｡

(２) その他所要の規定の整備を行う｡

(３) 施行期日は､ 平成18年４月１日とする｡

◇鳥取県通訳案内業法施行細則の廃止について

１ 規則の廃止理由

(１) 通訳案内業法及び通訳案内業法施行規則 (以下 ｢省令｣ という｡) の一部が改正され､ 通訳案内業

に係る事業免許制度が通訳案内士に係る有資格者登録制度に改められるとともに､ 知事が行う通訳案内

士の登録等の事務に係る各種様式その他必要な事項は､ 省令で定められることとなった｡

(２) (１)に伴い､ 鳥取県通訳案内業法施行細則で特に定める事項がなくなるため､ 同規則を廃止する｡

２ 規則の廃止期日

平成18年３月31日限りで廃止

◇児童福祉法に基づく指定居宅支援事業者の指定等に関する規則の廃止について

１ 規則の廃止理由

児童福祉法の一部が改正され､ 障害者自立支援法による障害福祉サービスの給付その他の支援の開始に

合わせて児童居宅支援が廃止されることに伴い､ 児童福祉法に基づく指定居宅支援事業者の指定等に関す

る規則を廃止する｡

２ 規則の廃止期日

平成18年３月31日限りで廃止

◇鳥取県立福原荘管理規則の廃止について

１ 規則の廃止理由

(１) 鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例 (以下 ｢条例｣ という｡) の一部改正に伴い､

これまで､ 鳥取県立福原荘管理規則 (以下 ｢規則｣ という｡) で規定されていた利用許可の根拠規定等

は､ 条例で規定されることとなった｡

(２) (１)のほか､ 指定管理者制度が導入される施設について規則で特に定める事項がないことから､ 規

則を廃止する｡

２ 規則の概要

(１) 規則は､ 平成18年３月31日限りで廃止する｡

(２) 鳥取県住民基本台帳法施行細則について所要の規定の整備を行う｡

◇鳥取県育成医療給付措置費負担命令規則の廃止について

１ 規則の廃止理由

児童福祉法の一部が改正され､ 障害者自立支援法による自立支援医療の給付の開始に合わせて､ 身体に

障害のある児童に対する育成医療の給付の措置が廃止されることに伴い､ 当該措置に要する費用の負担命

令に関し必要な事項を定めた鳥取県育成医療給付措置費負担命令規則 (以下 ｢規則｣ という｡) を廃止す

る｡

２ 規則の概要

(１) 規則は､ 廃止する｡

(２) 施行期日等
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① 施行期日は､ 平成18年４月１日とする｡

② 所要の経過措置を講じる｡

◇鳥取県中小企業設備資金貸付規則等の廃止について

１ 規則の廃止理由

(１) 自立型経済への転換に向け､ 企業の自立及びセーフティネット機能に重点を置いた金融支援の一層

の充実を図るため､ 県の中小企業者等に対する融資制度の見直しを行う｡

(２) (１) の見直しに基づき､ 現行の鳥取県中小企業設備資金貸付規則等を廃止する｡

２ 規則の概要

(１) 次に掲げる規則は､ 平成18年３月31日限りで､ 廃止する｡

① 鳥取県中小企業設備資金貸付規則

② 鳥取県中小企業経営健全化資金貸付規則

③ 鳥取県特別金融対策資金貸付規則

(２) 所要の経過措置を講じる｡

◇鳥取県中山間地域活性化資金利子補給規則の廃止について

１ 規則の廃止理由

中山間地域活性化資金は､ 平成11年度以降の貸付実績が無いこと､ 及び今後の資金需要が見込めないこ

とにかんがみ､ 平成18年３月31日限りで廃止する｡

２ 規則の概要

(１) 鳥取県中山間地域活性化資金利子補給規則は､ 廃止する｡

(２) 施行期日等

① 施行期日は､ 平成18年４月１日とする｡

② 所要の経過措置を講じる｡

◇港湾法施行細則の一部を改正する規則の廃止について

１ 規則の廃止理由

鳥取港ボートパークへの指定管理者制度の導入に伴う所要の改正を行うため､ 港湾法施行細則の一部を

改正する規則 (以下 ｢一部改正規則｣ という｡) を設定していたところであるが､ 指定管理者への応募者

がいなかったため､ 県が直営で管理することとし､ 一部改正規則を廃止する｡

２ 規則の概要

(１) 一部改正規則は､ 廃止する｡

(２) 施行期日は､ 公布の日とする｡

規 則

鳥取県収入証紙規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第49号
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鳥取県収入証紙規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県収入証紙規則 (昭和39年鳥取県規則第17号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号 (以下この条において ｢移動項等｣ という｡)

に対応する同表の改正後の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号 (以下この条において ｢移動後項等｣

という｡) が存在する場合には､ 当該移動項等を当該移動後項等とし､ 移動後項等に対応する移動項等が存在

しない場合には､ 当該移動後項等 (以下この条において ｢追加項等｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (項及び号の表示を除く｡ 以下この条において ｢改正部分｣ とい

う｡) に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (項及び号の表示並びに追加項等を除く｡ 以下この

条において ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分

に対応する改正後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が存在し

ない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下この条において ｢改正表｣ という｡) を当該改正表に

対応する次の表の改正後の欄の表中太線で囲まれた部分に改める｡
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改 正 後 改 正 前

(収入状況の報告)

第７条 出納機関の長は､ 別表第１の１の項に掲げる

歳入については､ 毎四半期の証紙による収入の状況

を､ 証紙収入状況報告書 (様式第３号) により､ 当

該四半期の末月の翌月の10日までに､ その歳入に係

る予算を所管する課長 (以下 ｢予算主務課長｣ とい

う｡) に報告しなければならない｡ ただし､ 過誤納

金の還付を行う必要がある場合における当該過誤納

金に係る証紙による収入の状況についての報告は､

随時行うことができる｡

２ 予算主務課長 (警察本部会計課長を除く｡) は､

別表第１の１の項に掲げる歳入については､ 毎四半

期の証紙による収入額を取りまとめ､ 証紙収入調書

(様式第４号) を作成し､ 総務部庶務集中局集中化

推進室長に送付しなければならない｡

３ 略

(歳入への受入れの手続)

第８条 総務部庶務集中局集中化推進室長及び警察本

部会計課長は､ 別表第１の１の項に掲げる歳入につ

いては､ 毎四半期の証紙による収入額を取りまとめ､

別に定める様式による公金振替依頼書を作成し､ こ

れに証紙収入調書を添えて､ 当該四半期の末月の翌

月の20日までに総務部庶務集中局指導管理室長に送

付しなければならない｡ ただし､ 過誤納金の還付を

行う必要がある場合における当該過誤納金に係る証

紙による収入に係る公金振替依頼書及び証紙収入調

(収入状況の報告)

第７条 出納機関の長は､ 別表第１の１の項に掲げる

歳入については､ 毎四半期の証紙による収入の状況

を､ 証紙収入状況報告書 (様式第３号) により､ 当

該四半期の末月の翌月の10日までに､ その歳入に係

る事務を所管する課長に報告しなければならない｡

ただし､ 過誤納金の還付を行う必要がある場合にお

ける当該過誤納金に係る証紙による収入の状況につ

いての報告は､ 随時行うことができる｡

２ 略

(歳入への受入れの手続)

第８条 課長は､ 別表第１の１の項に掲げる歳入につ

いては､ 毎四半期の証紙による収入額を取りまとめ､

別に定める様式による公金振替依頼書を作成し､ こ

れに証紙収入調書 (様式第４号) を添えて､ 当該四

半期の末月の翌月の20日までに出納局長に送付しな

ければならない｡ ただし､ 過誤納金の還付を行う必

要がある場合における当該過誤納金に係る証紙によ

る収入に係る公金振替依頼書及び証紙収入調書の送

付は､ 随時行うことができる｡
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書の送付は､ 随時行うことができる｡

２ 略

３ 総務部庶務集中局指導管理室長は､ 公金振替依頼

書の送付を受けたときは､ 当該公金振替依頼書に基

づき支出仕訳書を作成し､ 収入証紙特別会計から当

該歳入金の属する科目に振替えの手続をしなければ

ならない｡

(証紙等の売渡状況の報告)

第18条 元売りさばき人は､ 毎月の証紙及び始動票札

の売渡状況を証紙売渡報告書 (様式第16号) 又は始

動票札売渡報告書 (様式第17号) により翌月10日ま

でに知事に報告しなければならない｡

別表第１ (第２条､ 第７条､ 第８条､ 第13条関係)

１ 使用料及び手数料

(１)～(22) 略

(23) 鳥取県栽培漁業センター手数料徴収条例 (平成

18年鳥取県条例第48号) 第２条の規定に基づく手数

料

(24) 略

(25) 略

(26) 略

(27) 略

(28) 略

２ 略

２ 略

３ 出納局長は､ 公金振替依頼書の送付を受けたとき

は､ 当該公金振替依頼書に基づき支出仕訳書を作成

し､ 収入証紙特別会計から当該歳入金の属する科目

に振替えの手続をしなければならない｡

(証紙等の売渡状況の報告)

第18条 元売りさばき人は､ 毎月の証紙及び始動票札

の売渡状況を証紙売渡報告書 (様式第16号) 又は始

動票札売渡報告書 (様式第17号) により翌月10日ま

でに出納長に報告しなければならない｡

別表第１ (第２条､ 第７条､ 第８条､ 第13条関係)

１ 使用料及び手数料

(１)～(22) 略

(23) 略

(24) 略

(25) 略

(26) 略

(27) 略

２ 略

様式第３号 (第７条関係) その１

証紙収入状況報告書

( 年度第 ・四半期分)

略

上記のとおり報告します｡

年 月 日

職 氏 名 �

職 氏 名 様

様式第３号 (第７条関係) その２

証紙収入状況報告書

( 年 月分)

略

上記のとおり報告します｡

年 月 日

職 氏 名 様

職 氏 名 �

様式第４号 (第７条､ 第８条関係) 略

様式第８号 (第10条関係)

様式第３号 (第７条関係) その１

証紙収入状況報告書

( 年度第 ・四半期分)

略

上記のとおり報告します｡

年 月 日

出納機関の長 氏 名 �

課 長 様

様式第３号 (第７条関係) その２

証紙収入状況報告書

( 年 月分)

略

上記のとおり報告します｡

年 月 日

課 長 様

出納機関の長 氏 名 �

様式第４号 (第８条関係) 略

様式第８号 (第10条関係)



第２条 鳥取県収入証紙規則の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下この条において ｢移動号｣ という｡) に対応する

同表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下この条において ｢移動後号｣ という｡) が存在する場

合には､ 当該移動号を当該移動後号とし､ 移動号に対応する移動後号が存在しない場合には､ 当該移動号を削

る｡
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証紙交付原票 証紙交付原票

指 導

管理室長
主 幹

副主

幹
合 議 主 査

会計

課長

課長

補佐
係 長 合 議 主 査

会 計

管理室長
主 幹

副主

幹
合 議 主 査

年 月 日 送付

元売りさばき人渡

年 月 日 送付

元売りさばき人渡

略 略

�

略

�

略

様式第８号の２ (第10条関係)

�

略

�

略

様式第８号の２ (第10条関係)

始動票札交付原票 始動票札交付原票

指 導

管理室長
主 幹

副主

幹
合 議 主 査

会 計

課長

課 長

補佐
係 長 合 議 主 査

会 計

管理室長
主 幹

副主

幹
合 議 主 査

年 月 日 送付

元売りさばき人渡

年 月 日 送付

元売りさばき人渡

略 略

�

略

�

略

様式第16号 (第18条関係)

証紙売渡報告書

( 年 月分)

略

上記のとおり報告します｡

年 月 日

職 氏 名 様

元売りさばき人 �

１及び２ 略

様式第17号 (第18条関係)

始動票札売渡報告書

略

上記のとおり報告します｡

年 月 日

元売りさばき人 �

職 氏 名 様

備考 略

�

略

�

略

様式第16号 (第18条関係) (Ａ列４号)

証紙売渡報告書

( 年 月分)

略

上記のとおり報告します｡

年 月 日

鳥取県出納長 様

元売りさばき人 �

１及び２ 略

様式第17号 (第18条関係) (Ａ列４号)

始動票札売渡報告書

略

上記のとおり報告します｡

年 月 日

元売りさばき人 �

鳥取県出納長 様

備考 略



附 則

この規則は､ 平成18年４月１日から施行する｡ ただし､ 第２条の規定は､ 同年６月１日から施行する｡

鳥取県出納局設置規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第50号

鳥取県出納局設置規則の一部を改正する規則

鳥取県出納局設置規則 (昭和49年鳥取県規則第54号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下 ｢移動号｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄

中号の表示に下線が引かれた号 (以下 ｢移動後号｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動号を当該移動後号

とし､ 移動号に対応する移動後号が存在しない場合には､ 当該移動号 (以下 ｢削除号｣ という｡) を削り､ 移動

後号に対応する移動号が存在しない場合には､ 当該移動後号を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (号の表示及び削除号を除く｡) を削る｡
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改 正 後 改 正 前

別表第１ (第２条､ 第７条､ 第８条､ 第13条関係)

１ 使用料及び手数料

(１)～(17) 略

(18) 略

(19) 略

(20) 略

(21) 略

(22) 略

(23) 略

(24) 略

(25) 略

(26) 略

(27) 略

２ 略

別表第１ (第２条､ 第７条､ 第８条､ 第13条関係)

１ 使用料及び手数料

(１)～(17) 略

(18) 鳥取県動物の愛護及び管理に関する条例 (平成

13年鳥取県条例第48号) 第27条第１項の規定に基づ

く手数料

(19) 略

(20) 略

(21) 略

(22) 略

(23) 略

(24) 略

(25) 略

(26) 略

(27) 略

(28) 略

２ 略

改 正 後 改 正 前

(設置)

第１条 出納長の権限に属する事務の一部を処理させ

るため出納局を置く｡

(設置)

第１条 出納長の権限に属する事務及び知事の権限に

属する財務及び給与に関する事務の一部を処理させ
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(室の設置)

第２条 出納局に､ 次の室を置く｡

会計管理室

出納室

(各室の分掌事務)

第３条 各室の分掌事務は､ 次のとおりとする｡

会計管理室

(１) 現金 (基金に属するものに限る｡) の出納及

び保管に関すること｡

(２) 有価証券 (公有財産又は基金に属するものに

限る｡) の出納及び保管に関すること｡

(３) 物品 (基金に属する動産を含む｡ 以下同じ｡)

の出納及び保管 (使用中の物品に係る保管を除く｡)

に関すること｡

(４) 現金 (出納長が直接収納したものを除く｡)

及び財産 (基金に属する動産を除く｡) の記録管

理に関すること｡

(５) 決算の調製に関すること｡

(６) 指定金融機関､ 指定代理金融機関及び収納代

理金融機関の検査に関すること｡

(７) 支出官及び歳入徴収官の事務に関すること｡

(８) その他出納長の権限に属する会計事務 (物品

に係るものに限る｡) に関すること｡

るため出納局を置く｡

(室の設置)

第２条 出納局に､ 次の室を置く｡

会計管理室

審査指導室

出納室

集中化推進室

(各室の分掌事務)

第３条 各室の分掌事務は､ 次のとおりとする｡

会計管理室

(１) 出納長の権限に属する事務のうち次に掲げる

もの

ア 現金 (基金に属するものに限る｡) の出納及

び保管に関すること｡

イ 有価証券 (公有財産又は基金に属するものに

限る｡) の出納及び保管に関すること｡

ウ 現金 (出納長が直接収納したものを除く｡)

及び財産 (物品 (基金に属する動産を含む｡ 以

下同じ｡) を除く｡) の記録管理に関すること｡

エ 支出官及び歳入徴収官の事務に関すること｡

(２) 知事の権限に属する財務の事務のうち次に掲

げるもの

ア 地方自治法 (昭和22年法律第67号) 第243条

の２に規定する職員の賠償責任に係る事務に関

すること｡
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(９) 略

(10) 略

出納室

(１) 現金 (現金に代えて納付される証券を含み､

基金に属する現金を除く｡) の出納及び保管に関

すること｡

(２) 有価証券 (公有財産又は基金に属するものを

除く｡) の出納及び保管に関すること｡

イ 収入証紙に関すること｡

ウ 指定金融機関､ 指定代理金融機関及び収納代

理金融機関 (以下 ｢指定金融機関等｣ という｡)

に関すること｡

エ 財務会計オンラインシステムに関すること｡

(３) 略

(４) 略

審査指導室

(１) 出納長の権限に属する事務のうち次に掲げる

もの

ア 決算の調製に関すること｡

イ 指定金融機関等の検査に関すること｡

ウ 収入､ 支出負担行為及び支出の事前審査に関

すること｡

エ その他出納長の権限に属する会計事務 (物品

に係るものを除く｡) に関すること｡

(２) 知事の権限に属する財務の事務のうち次に掲

げるもの

ア 決算に関すること｡

イ 会計 (物品に係るものを除く｡) の監督に関

すること｡

出納室

(１) 出納長の権限に属する事務のうち次に掲げる

もの

ア 現金 (現金に代えて納付される証券を含み､

基金に属する現金を除く｡) の出納 (集中化推

進室が分掌するものを除く｡) 及び保管に関す

ること｡

イ 有価証券 (公有財産又は基金に属するものを

除く｡) の出納及び保管に関すること｡

ウ 物品の出納及び保管 (使用中の物品に係る保

管を除く｡) に関すること｡

エ 現金 (出納長が直接収納したものに限る｡)

及び物品の記録管理に関すること｡

オ 支出負担行為に関する確認に関すること (集

中化推進室が分掌するものを除く｡)｡

カ その他出納長の権限に属する会計事務 (物品

に係るものに限る｡) に関すること｡



附 則

この規則は､ 平成18年４月１日から施行する｡

鳥取県出納局等事務決裁規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第51号
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(３) 現金 (出納長が直接収納したものに限る｡)

の記録管理に関すること｡

(４) 支出負担行為に関する確認に関すること｡

(５) その他出納長の権限に属する会計事務 (物品

に係るものを除く｡) に関すること｡

(２) 知事の権限に属する財務の事務のうち次に掲

げるもの

ア 会計 (物品に係るものに限る｡) の監督に関

すること｡

イ 物品の取得､ 管理及び処分に関すること｡

ウ 競争入札 (建設工事及び測量設計に係るもの

を除く｡) に参加する者に必要な資格の決定に

関すること｡

集中化推進室

(１) 出納長の権限に属する事務のうち支出負担行

為 (次号アに掲げる事務に係るものに限る｡) に

関する確認及び当該支出負担行為に係る現金の支

出に関すること｡

(２) 知事の権限に属する事務のうち次に掲げるも

の

ア 鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計で取

り扱う用品等の範囲を定める規則 (昭和39年鳥

取県規則第18号｡ イにおいて ｢特別会計規則｣

という｡) 第２条第５号から第８号までに掲げ

る事務に関すること｡

イ 特別会計規則第２条第５号に規定する非常勤

職員及び臨時的任用職員に係る給与の支出命令

及び当該支出に伴う法定控除並びに給与の支給

に関する証明及び報告に関すること｡

ウ 鳥取県会計規則 (昭和39年鳥取県規則第11号)

第40条第３項各号に掲げる経費の債務が確定す

る前に行う支出負担行為及び支出命令に関する

こと｡



鳥取県出納局等事務決裁規則の一部を改正する規則

鳥取県出納局等事務決裁規則 (昭和49年鳥取県規則第55号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号 (以下 ｢移動号｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄

中号の表示に下線が引かれた号 (以下 ｢移動後号｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動号を当該移動後号

とし､ 移動号に対応する移動後号が存在しない場合には､ 当該移動号 (以下 ｢削除号｣ という｡) を削り､ 移動

後号に対応する移動号が存在しない場合には､ 当該移動後号 (以下 ｢追加号｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (号の表示及び削除号を除く｡ 以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応

する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (号の表示及び追加号を除く｡ 以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存

在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には､

当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢改正表｣ という｡) に対応する次の表の改正後の欄の

表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢改正後表｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正表を当該改正後表に改め､

改正表に対応する改正後表が存在しない場合には､ 当該改正表を削る｡
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改 正 後 改 正 前

(定義)

第２条 この規則において､ 次の各号に掲げる用語の

意義は､ それぞれ当該各号に定めるところによる｡

(１)～(10) 略

(11) 出納機関の出納員 鳥取県会計規則 (昭和39

年鳥取県規則第11号) 第２条第３号に規定する出

納機関 (同規則附則第２項から第８項までの規定

により出納機関とみなされる総務部自治研修所､

生活環境部衛生環境研究所､ 生活環境部消費生活

センター､ 商工労働部産業技術センター及び農林

水産部農業大学校並びに鳥取県東部総合事務所福

祉保健局及び鳥取県西部総合事務所福祉保健局を

含む｡) に同規則第５条第２項の規定により置か

れる出納員 (同規則附則第２項から第８項までの

規定により充てられる出納員を含む｡) をいう｡

(12) 略

(出納局長等の専決事項)

第６条 出納局長及び室長の専決事項は､ 別表第３に

掲げるとおりとし､ 室長補佐 (室長補佐を置かない

室にあっては主幹又は副主幹｡ 以下同じ｡)､ 主幹及

び副主幹の専決事項は､ 別表第４に掲げるとおりと

する｡

(代決)

(定義)

第２条 この規則において､ 次の各号に掲げる用語の

意義は､ それぞれ当該各号に定めるところによる｡

(１)～(10) 略

(11) 出納機関の出納員 鳥取県会計規則 (昭和39

年鳥取県規則第11号) 第２条第３号に規定する出

納機関 (同規則附則第２項から第６項までの規定

により出納機関とみなされる総務部自治研修所､

生活環境部衛生環境研究所､ 商工労働部産業技術

センター及び農林水産部農業大学校並びに鳥取県

西部総合事務所福祉保健局を含む｡) に同規則第

５条第２項の規定により置かれる出納員 (同規則

附則第２項から第６項までの規定により充てられ

る出納員を含む｡) をいう｡

(12) 略

(出納局長等の専決事項)

第６条 出納局長及び室長の専決事項は､ 別表第３に

掲げるとおりとし､ 室長補佐 (室長補佐を２名以上

置く室にあっては当該室長補佐のうちから､ 室長補

佐を置かない室にあっては室長又は副主幹のうちか

ら､ 出納長があらかじめ定める者とする｡ 以下同じ｡)

及び副主幹の専決事項は､ 別表第４に掲げるとおり

とする｡

(代決)
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第９条 代決は､ 次の表の左欄に掲げる正当決裁権者

の区分に応じ､ それぞれ同表の中欄に掲げる第１順

位者が行い､ 正当決裁権者及び第１順位者がともに

不在のときは､ それぞれ同表の右欄に掲げる第２順

位者が行うことができる｡

第９条 代決は､ 次の表の左欄に掲げる正当決裁権者

の区分に応じ､ それぞれ同表の中欄に掲げる第１順

位者が行い､ 正当決裁権者及び第１順位者がともに

不在のときは､ それぞれ同表の右欄に掲げる第２順

位者が行うことができる｡

正当決裁権者 第１順位者 第２順位者 正当決裁権者 第１順位者 第２順位者

略 略

会計管理室長 略 会計管理室長 略

その他の事務にあっ

ては､ 室長補佐

副主幹 知事の権限に属する

事務にあっては､ 室

長補佐

副主幹

出納室長 室長があらかじめ定

める会計員

審査指導室長 出納長の権限に属す

る事務にあっては､

室長があらかじめ定

める会計員

知事の権限に属する

事務にあっては､ 室

長があらかじめ定め

る主幹

出納室長 出納長の権限に属す

る事務にあっては､

室長があらかじめ定

める会計員

知事の権限に属する

事務にあっては､ 室

長があらかじめ定め

る副主幹

集中化推進室

長

出納長の権限に属す

る事務にあっては､

室長があらかじめ定

める会計員

知事の権限に属する

事務にあっては､ 室

長があらかじめ定め

る主幹

室長補佐 略 室長補佐 略

その他の事務にあっ

ては､ 主幹又は副主

幹

知事の権限に属する

事務にあっては､ 主

幹又は副主幹

主幹及び副主

幹

略 副主幹 略

その他の事務にあっ

ては､ 室長があらか

知事の権限に属する

事務にあっては､ 室
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じめ定める上席の吏

員

長があらかじめ定め

る上席の吏員

略 略

２ 略

別表第１

出納長の決裁事項

(１)及び(２) 略

(３) 一件１億円以上の建設工事に係る工事請負費

(以下 ｢建設工事請負費｣ という｡) の支出

(４) 一件5,000万円以上の支出 (報酬､ 給料､ 職

員手当等､ 共済費､ 恩給・退職年金及び建設工事

請負費の支出並びに同一会計内の振替え､ 他の会

計への繰入れ及び歳入歳出外現金への繰入れのた

めの支出 (以下 ｢義務経費等の支出｣ という｡)

を除く｡)

(５) 略

(６) 略

(７) 略

(８) 略

(９) 略

(10) 略

(11) 前各号に掲げるもののほか特に重要なもの

別表第２

副出納長の専決事項

(１) 一件5,000万円以上１億円未満の建設工事請

負費の支出

(２) 一件2,000万円以上5,000万円未満の支出 (義

務経費等の支出を除く｡)

２ 略

別表第１

出納長の決裁事項

(１)及び(２) 略

(３) 一件2,000万円以上の収入の事前承認

(４) 一件１億円以上の建設工事に係る工事請負費

(以下 ｢建設工事請負費｣ という｡) の支出負担行

為の事前承認

(５) 一件2,000万円以上の支出負担行為 (建設工

事請負費の支出負担行為を除く｡) の事前承認

(５の２) 一件１億円以上の建設工事請負費の支出

及びその事前承認

(５の３) 一件5,000万円以上の支出及びその事前

承認 (報酬､ 給料､ 職員手当等､ 共済費､ 恩給・

退職年金及び建設工事請負費の支出並びに同一会

計内の振替え､ 他の会計への繰入れ及び歳入歳出

外現金への繰入れのための支出 (以下 ｢義務経費

等の支出｣ という｡) 及びその事前承認を除く｡)

(６) 略

(７) 略

(８) 略

(９) 略

(10) 略

(11) 略

(12) 前各号に掲げるもののほか重要なもの

別表第２

副出納長の専決事項

(１) 一件1,000万円以上2,000万円未満の収入の事

前承認

(２) 一件5,000万円以上１億円未満の建設工事請

負費の支出負担行為の事前承認

(３) 一件1,000万円以上2,000万円未満の支出負担

行為 (建設工事請負費の支出負担行為を除く｡)

の事前承認

(４) 一件5,000万円以上１億円未満の建設工事請

負費の支出及びその事前承認

(５) 一件2,000万円以上5,000万円未満の支出及び

その事前承認 (義務経費等の支出及びその事前承
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(３) 略

(４) 鳥取県会計規則第108条第１項に規定する預

金勘定間の資金の振替え

別表第３

出納局長及び室長の専決事項

認を除く｡)

(６) 略

別表第３

出納局長及び室長の専決事項

区分 出納局長専決事項 室長専決事項 区分 出納局長専決事項 室長専決事項

略 略

会計

管理

室

１ 補助金､ 交付金､

負担金､ 貸付金､

利子補給その他の

財政援助金に係る

交付の決定､ 交付

の承認､ 交付の取

消し､ 返還命令そ

の他の処分

２ 請負契約の対象

となる部分に係る

設計金額が500万

円以上２億円未満

の工事の執行の決

定

３ 寄附金品の受納

４ 物品の貸付け及

び借受け

５ １件の予定賃貸

料の額が100万円

未満の普通財産の

貸付け及び財産の

借受け (軽易なも

のを除く｡)

１ 有価証券 (公有

財産又は基金に属

するものに限る｡)

の出納

２ 収入証紙の出納

３ １件の見積価格

2,000万円未満の

物品の出納

４ 占有動産の出納

５ １件2,000万円

未満の支出負担行

為

６ １件1,000万円

以上の支出命令

７ 負担金､ 補助金

その他これらに類

するものの歳入金

の調定 (事後調定

を除く｡)

８ 前号に掲げるも

ののほか１件500

万円以上の歳入金

の調定 (出納局長

が別に定めるもの

に限る｡) 及び１

件500万円未満の

歳入金の調定 (事

後調定を除く｡)

９ 物品の保管換え

10 戻入金の調定及

び歳入戻出金の支

出命令

11 歳入歳出外現金

及び有価証券の出

会計

管理

室

１ 地方自治法施行

令 (昭和22年政令

第16号) 第168条

第８項の規定によ

る指定代理金融機

関若しくは収納代

理金融機関の指定

又はその取消しに

ついての指定金融

機関からの意見の

聴取

２ 鳥取県収入証紙

条例 (昭和39年鳥

取県条例第９号)

に基づく知事の権

限に属する事務の

うち次に掲げるも

の

(１) 第５条第３

項の規定による

証紙の小売りさ

ばき人の指定

(２) 第７条第１

項ただし書の規

定による証紙の

返還に基づく現

金の還付又は他

の証紙との交換

の認定

３ 補助金､ 交付金､

負担金､ 貸付金､

利子補給その他の

財政援助金に係る

交付の決定､ 交付

１ 出納長の権限に

属する事務のうち

次に掲げるもの

(１) 有 価 証 券

(公有財産又は

基金に属するも

のに限る｡) の

出納

(２) 収入証紙の

出納

(３) 前２号に掲

げるもののほか

軽易なもの (鳥

取県出納局設置

規則第３条会計

管理室の項に掲

げる事務 (以下

｢会計管理事務｣

という｡) に係

るものに限り､

別表第４に掲げ

るものを除く｡)

２ 知事の権限に属

する事務のうち次

に掲げるもの

(１) １件2,000

万円未満の支出

負担行為 (物品

(知事が別に定

めるものを除く｡)

に係るもの及び

鳥取県出納局設

置規則第３条集

中化推進室の項
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納の通知

12 債権の管理に関

する必要な措置の

決定

13 非常勤職員及び

臨時的任用職員に

係るもので次に掲

げるもの

(１) 給与の支出

命令及び当該支

出に伴う法定控

除

(２) 給与に関す

る証明及び報告

14 差し押さえられ

た金銭の供託

15 請負契約の対象

となる部分に係る

設計金額が500万

円未満の工事の執

行の決定

16 １件の予定賃貸

料の額が100万円

未満の普通財産の

軽易な貸付け及び

財産の軽易な借受

け

17 前各号に掲げる

もののほか軽易な

もの (鳥取県出納

局設置規則第３条

会計管理室の項に

掲げる事務 (以下

｢会計管理事務｣

という｡) に係る

ものに限り､ 別表

第４に掲げるもの

を除く｡)

の承認､ 交付の取

消し､ 返還命令そ

の他の処分

４ 請負契約の対象

となる部分に係る

設計金額が500万

円以上２億円未満

の工事の執行の決

定

５ 寄附金品の受納

６ 物品の貸付け及

び借受け

７ １件の予定賃貸

料の額が100万円

未満の普通財産の

貸付け及び財産の

借受け (軽易なも

のを除く｡)

に掲げる事務

(以下 ｢集中支

払事務｣ という｡)

に係るものを除

く｡)

(２) １件1,000

万円以上の支出

命令 (鳥取県用

品調達等集中管

理事業特別会計

で取り扱う用品

等の範囲を定め

る規則 (昭和39

年鳥取県規則第

18号) 第１条第

１項に定める用

品 (以下 ｢用品｣

という｡) 及び

集中支払事務に

係るものを除く｡)

(３) 負担金､ 補

助金その他これ

らに類するもの

の歳入金の調定

(事後調定を除

く｡)

(４) 前号に掲げ

るもののほか１

件500万円以上

の歳入金の調定

(出納局長が別

に定めるものに

限る｡) 及び１

件500万円未満

の歳入金 (物品

及び集中支払事

務に係るものを

除く｡) の調定

(事後調定を除

く｡)

(５) 物品の保管

換え

(６) 戻入金の調
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定及び歳入戻出

金の支出命令

(物品及び集中

支払事務に係る

ものを除く｡)

(７) 歳入歳出外

現金及び有価証

券の出納の通知

(集中支払事務

に係るものを除

く｡)

(８) 債権の管理

に関する必要な

措置の決定

(９) 非常勤職員

及び臨時的任用

職員に係るもの

で次に掲げるも

の (集中支払事

務に係るものを

除く｡)

ア 給与の支出

命令及び当該

支出に伴う法

定控除

イ 給与に関す

る証明及び報

告

(10) 差し押さえ

られた金銭の供

託

(11) 請負契約の

対象となる部分

に係る設計金額

が500万円未満

の工事の執行の

決定

(12) １件の予定

賃貸料の額が

100万円未満の

普通財産の軽易

な貸付け及び財

産の軽易な借受
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け

(13) 前各号に掲

げるもののほか

軽易なもの (会

計管理事務に係

るものに限る｡)

審査

指導

室

鳥取県会計規則第

163条の規定による

会計検査 (物品に係

るものを除く｡) の

実施

１ 出納長の権限に

属する事務のうち

次に掲げるもの

(１) １ 件 1,000

万円未満の収入

の事前審査

(２) １ 件 5,000

万円未満の建設

工事請負費の支

出負担行為の事

前審査

(３) １ 件 1,000

万円未満の支出

負担行為 (建設

工事請負費及び

物品に係るもの

を除く｡) の事

前審査

(４) 義務経費等

の支出 (建設工

事に係るものを

除く｡) の事前

審査

(５) １ 件 5,000

万円未満の建設

工事請負費の支

出の事前審査

(６) １ 件 2,000

万円未満の支出

(義務経費等の

支出を除く｡)

の事前審査

(７) 過誤納金の

還付

(８) 前各号に掲

げるもののほか

軽易なもの (鳥



鳥 取 県 公 報 (号外)第59号平成18年３月31日 金曜日 19

取県出納局設置

規則第３条審査

指導室の項に掲

げる事務 (以下

｢審査指導事務｣

という｡) に係

るものに限り､

別表第４に掲げ

るものを除く｡)

２ 知事の権限に属

する事務のうち軽

易なもの (審査指

導事務に係るもの

に限る｡)

出納

室

１ １件30万円以上

の義務経費等の支

出 (建設工事請負

費の支出を除く｡)

２ １件5,000万円

未満の建設工事請

負費の支出

３ １件30万円以上

2,000万円未満の

支出 (義務経費等

の支出及び食糧費

の支出を除く｡)

４ １件10万円以上

2,000万円未満の

食糧費の支出

５ 返納金の戻入

６ 過誤納金の還付

７ 歳入歳出外現金

及び有価証券 (公

有財産又は基金に

属するものを除く｡)

の出納

８ 前各号に掲げる

もののほか軽易な

もの (鳥取県出納

局設置規則第３条

出納室の項に掲げ

る事務 (以下 ｢出

納事務｣ という｡)

出納

室

１ 地方自治法施行

令に基づく知事の

権限に属する事務

のうち次に掲げる

もの

(１) 第167条の

５第１項の規定

による一般競争

入札 (建設工事

及び測量設計に

係るものを除く｡

以下同じ｡) に

参加する者に必

要な資格の決定

(２) 第167条の

５第２項の規定

による一般競争

入札に参加する

者に必要な資格

についての公示

(３) 第167条の

11第２項の規定

による指名競争

入札 (建設工事

及び測量設計に

係るものを除く｡

以下同じ｡) に

参加する者に必

要な資格の決定

１ 出納長の権限に

属する事務のうち

次に掲げるもの

(集中支払事務に

係るものを除く｡)

(１) １件の見積

価格2,000万円

未満の物品の出

納

(２) １ 件 2,000

万円未満の物品

に係る支出負担

行為の事前審査

(３) １件30万円

以上の義務経費

等の支出 (建設

工事請負費の支

出を除く｡)

(４) １ 件 5,000

万円未満の建設

工事請負費の支

出

(５) １件30万円

以上2,000万円

未満の支出 (義

務経費等の支出

及び食糧費の支

出を除く｡)

(６) １件10万円
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に係るものに限り､

別表第４に掲げる

ものを除く｡)

(４) 第167条の

11第３項におい

て準用する同令

第167条の５第

２項の規定によ

る指名競争入札

に参加する者に

必要な資格につ

いての公示

２ 鳥取県会計規則

第163条の規定に

よる会計検査 (物

品に係るものに限

る｡) の実施

３ 鳥取県物品事務

取扱規則 (昭和39

年鳥取県規則第12

号) に基づく知事

の権限に属する事

務のうち次に掲げ

るもの

(１) 第30条第１

項の規定による

物品の不用の決

定 (１点の取得

価格が200万円

以上又は見積価

格が50万円以上

の物品の場合に

限る｡)

(２) 第30条第２

項の規定による

不用品の売払い

又は廃棄 (１点

の取得価格が

200万円以上又

は見積価格が50

万円以上の不用

品の場合に限る｡)

(３) 第30条第４

項の規定による

不用品の処分の

承認

以上2,000万円

未満の食糧費の

支出

(７) 返納金の戻

入

(８) 歳入歳出外

現金及び有価証

券 (公有財産又

は基金に属する

ものを除く｡)

の出納

(９) 占有動産の

出納

(10) 前各号に掲

げるもののほか

軽易なもの (鳥

取県出納局設置

規則第３条出納

室の項に掲げる

事務 (以下 ｢出

納事務｣ という｡)

に係るものに限

り､ 別表第４に

掲げるものを除

く｡)

２ 知事の権限に属

する事務のうち次

に掲げるもの (集

中支払事務に係る

ものを除く｡)

(１) １ 件 2,000

万円未満の支出

負担行為 (物品

(知事が別に定

めるものを除く｡)

に係るものに限

る｡)

(２) １件1,000

万円以上の支出

命令 (用品に係

るものに限る｡)

(３) １件500万

円未満の歳入金
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(４) 第34条第３

項の規定による

物品の交換の承

認

(５) 第35条第２

項の規定による

物品の譲与又は

減額譲渡の承認

(物品に係るも

のに限る｡) の

調定

(４) 戻入金の調

定及び歳入戻出

金の支出命令

(物品に係るも

のに限る｡)

(５) 前各号に掲

げるもののほか

軽易なもの (出

納事務に係るも

のに限る｡)

３ 鳥取県物品事務

取扱規則に基づく

知事の権限に属す

る事務のうち次に

掲げるもの

(１) 第10条の規

定による物品の

出納の通知

(２) 第26条の規

定による物品の

分類換え

(３) 第30条第１

項の規定による

物品の不用の決

定 (１点の取得

価格が200万円

以上又は見積価

格が50万円以上

の不用品の場合

を除く｡)

(４) 第30条第２

項の規定による

不用品の売払い

又は廃棄 (１点

の取得価格が

200万円以上又

は見積価格が50

万円以上の不用

品の場合を除く｡)

(５) 第32条第１
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項の規定による

生産品を試験､

研究等の目的以

外に使用する場

合の承認

４ 用品の交付単価

の決定

集中

化推

進室

１ 出納長の権限に

属する事務のうち

次に掲げるもの

(集中支払事務に

係るものに限る｡)

(１) 義務経費等

の支出

(２) １ 件 2,000

万円未満の支出

(義務経費等の

支出を除く｡)

(３) 返納金の戻

入

(４) 歳入歳出外

現金の出納

(５) 前各号に掲

げるもののほか

軽易なもの

２ 知事の権限に属

する事務のうち次

に掲げるもの (集

中支払事務に係る

ものに限る｡)

(１) １ 件 2,000

万円未満の支出

負担行為

(２) 支出命令

(３) １件500万

円未満の歳入金

の調定

(４) 戻入金の調

定及び歳入戻出

金の支出命令

(５) 歳入歳出外

現金の出納の通

知 (所得税及び
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社会保険料に係

るものに限る｡)

(６) 非常勤職員

及び臨時的任用

職員に係るもの

で次に掲げるも

の

ア 給与の支出

命令及び当該

支出に伴う法

定控除

イ 給与に関す

る証明及び報

告

(７) 前各号に掲

げるもののほか

軽易なもの

備考 共通の項に掲げる事項と会計管理室の項又は

出納室の項に掲げる事項とが重複する場合には､

その重複する限度において､ 会計管理室の項又は

出納室の項に定めるところによるものとする｡

別表第４

室長補佐､ 主幹及び副主幹の専決事項

備考 共通の項に掲げる事項と会計管理室の項､ 審

査指導室の項､ 出納室の項又は集中化推進室の項

に掲げる事項とが重複する場合には､ その重複す

る限度において､ 会計管理室の項､ 審査指導室の

項､ 出納室の項又は集中化推進室の項に定めると

ころによるものとする｡

別表第４

室長補佐､ 主幹及び副主幹の専決事項

区分 室長補佐専決事項 主幹及び副主幹の専

決事項

区分 室長補佐専決事項 主幹及び副主幹の専

決事項

略 略

会計

管理

室

会計管理事務のう

ち特に軽易なもの

会計

管理

室

出納長の権限に属

する事務のうち特に

軽易なもの (会計管

理事務に係るものに

限る｡)

審査

指導

室

出納長の権限に属

する事務のうち特に

軽易なもの (審査指

導事務に係るものに

限る｡)

出納

室

出納

室

出納長の権限に属

する事務のうち次に

掲げるもの (集中支

払事務に係るものを



附 則

この規則は､ 平成18年４月１日から施行する｡

鳥取県会計規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第52号

鳥取県会計規則の一部を改正する規則

鳥取県会計規則 (昭和39年鳥取県規則第11号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号 (以下 ｢移動項等｣ という｡) に対応する同

表の改正後の欄中項及び号の表示に下線が引かれた項及び号 (以下 ｢移動後項等｣ という｡) が存在する場合に

は､ 当該移動項等を当該移動後項等とし､ 移動項等に対応する移動後項等が存在しない場合には､ 当該移動項等

(以下 ｢削除項等｣ という｡) を削り､ 移動後項等に対応する移動項等が存在しない場合には､ 当該移動後項等

(以下 ｢追加項等｣ という｡) を加える｡

次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目 (以下 ｢追加別表細目｣ という｡) を加

える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (項の表示及び削除項等を除く｡ 以下 ｢改正部分｣ という｡) に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (項の表示並びに追加項等及び追加別表細目を除く｡ 以下 ｢改正

後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正後部

分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改

正後部分を加える｡

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢移動表｣ という｡) に対応する次の表の改正後の欄の

表中太線で囲まれた部分 (以下 ｢移動後表｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動表を当該移動後表とし､

移動表に対応する移動後表が存在しない場合には､ 当該移動表を削り､ 移動後表に対応する移動表が存在しない

場合には､ 当該移動後表を加える｡
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１～４ 略

除く｡)

１～４ 略

別表第５

総合事務所の会計係長の専決事項

別表第５

総合事務所の会計係長の専決事項

区分 会計係長専決事項 区分 会計係長専決事項

県民局企画総務課

及び県民局企画県

民課

略 県民局企画総務課 略

改 正 後 改 正 前

(部における事務手続)

第３条 略

(部における事務手続)

第３条 略
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(知事の事務の委任)

第４条 略

２ 略

３ 第１項の事務手続のうち歳入の徴収及び支出負担

行為の手続を行うときは､ 出納員の審査を受けなけ

ればならない｡ ただし､ 知事が別に定めるものにつ

いては､ この限りでない｡

(旅費出納員)

第５条の２ 前条の出納員に加え､ 部及び総合事務所

(鳥取県総合事務所設置条例 (平成15年鳥取県条例

第40号) 第１条の規定により設置された総合事務所

をいう｡ 以下同じ｡) に旅費 (旅行命令簿によるも

のに限る｡) に係る支出負担行為の確認及び支出に

関する事務を行わせる出納員 (以下 ｢旅費出納員｣

という｡) を置き､ 次の各号に掲げる部の区分に応

じ､ それぞれ当該各号に定める者をもって充てる｡

(１)～(９) 略

(10) 総合事務所 県民局企画総務課又は県民局企

画県民課の会計係長 (会計に関する事務を担当す

る副主幹を含む｡) の職にある者

２及び３ 略

(納付の方法)

第18条 略

２ 前項の規定にかかわらず､ 地方自治法施行令 (昭

和22年政令第16号｡ 以下 ｢令｣ という｡) 第158条の

２第１項の規定により収納の事務の委託を受けた者

が収納する歳入金については､ 納入者が納入通知書

に現金を添えて当該収納の事務の委託を受けた者の

コンビニエンスストアの店舗 (知事が指定するもの

に限る｡) に納付することができる｡

(口座振替の方法による納付の方法)

第18条の２ 指定金融機関等 (収納代理金融機関のう

ち日本郵政公社を除く｡ 以下この条において同じ｡)

に預金口座を設けている納入者で令第155条の規定

により口座振替の方法によって歳入を納付しようと

２ 前項の事務手続のうち歳入の徴収及び支出負担行

為の手続を行うときは､ 出納長の審査を受けなけれ

ばならない｡ ただし､ 知事が別に定めるものについ

ては､ この限りでない｡

(知事の事務の委任)

第４条 略

２ 略

３ 前条第２項の規定は､ 出納機関における事務手続

についてこれを準用する｡

(旅費出納員)

第５条の２ 前条の出納員に加え､ 部及び総合事務所

(鳥取県総合事務所設置条例 (平成15年鳥取県条例

第40号) 第１条の規定により設置された総合事務所

をいう｡ 以下同じ｡) に旅費 (旅行命令簿によるも

のに限る｡) に係る支出負担行為の確認及び支出に

関する事務を行わせる出納員 (以下 ｢旅費出納員｣

という｡) を置き､ 次の各号に掲げる部の区分に応

じ､ それぞれ当該各号に定める者をもって充てる｡

(１)～(９) 略

(10) 総合事務所 県民局企画総務課の会計係長

(会計に関する事務を担当する副主幹を含む｡) の

職にある者

２及び３ 略

(納付の方法)

第18条 略

(口座振替の方法による納付の方法)

第18条の２ 指定金融機関等 (収納代理金融機関のう

ち日本郵政公社を除く｡ 以下この条において同じ｡)

に預金口座を設けている納入者で地方自治法施行令

(昭和22年政令第16号｡ 以下 ｢令｣ という｡) 第155
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するものは､ 当該指定金融機関等に対する口座振替

の依頼に併せて､ 次に掲げる事項を知事又は出納機

関の長に届け出なければならない｡

(１)～(４) 略

(部等の出納員の収納金の引継ぎ等)

第21条 略

２～４ 略

５ 第１項から第３項までの規定により処理した部等

の出納員は､ 現金 (証券) 領収証書原符及び現金出

納簿 (様式第42号) について毎年２回以上出納長の

検査を受けなければならない｡

(資金前渡のできる経費)

第70条 資金の前渡をすることができる経費は､ 令第

161条第１項第１号から第14号まで及び第16号に掲

げるもののほか､ 次のとおりとする｡

(１)～(９) 略

(10) つり銭に要する経費

(11) 用地買収等の事業の対象者が印鑑証明書その

他の各種証明書の交付を受けるための手数料

(歳入歳出外現金の受入れの決定及び払出しの通知)

第92条の２ 知事又は出納機関の長は､ 歳入歳出外現

金 (知事が別に定めるものを除く｡ 以下この条､ 次

条本文及び第97条第１項において同じ｡) の受入れ

の決定をしようとするときは､ 歳入歳出外現金受入

調書により行わなければならない｡

２及び３ 略

(保証金等の払戻しの請求)

第96条 保証金等 (知事が別に定めるものを除く｡)

の払戻しを受けようとする者は､ 請求書を知事又は

出納機関の長に提出しなければならない｡ ただし､

保管証書の提示により債権者であることが確認でき

るときは､ この限りでない｡

(遅延利息等)

第120条 契約担当職員は､ 契約者が期限内に契約の

履行を終らないときは､ 遅延日数に応じ契約金額か

ら既済部分又は既納部分に対する相当額を控除した

額につき年3.4パーセントの割合で計算した遅延利

条の規定により口座振替の方法によって歳入を納付

しようとするものは､ 当該指定金融機関等に対する

口座振替の依頼に併せて､ 次に掲げる事項を知事又

は出納機関の長に届け出なければならない｡

(１)～(４) 略

(部等の出納員の収納金の引継ぎ等)

第21条 略

２～４ 略

５ 第３項の規定により処理した部等の出納員は､ 現

金 (証券) 領収証書原符及び現金出納簿 (様式第42

号) について毎年２回以上出納長の検査を受けなけ

ればならない｡

(資金前渡のできる経費)

第70条 資金の前渡をすることができる経費は､ 令第

161条第１項第１号から第14号まで及び第16号に掲

げるもののほか､ 次のとおりとする｡

(１)～(９) 略

(歳入歳出外現金の受入れの決定及び払出しの通知)

第92条の２ 知事又は出納機関の長は､ 歳入歳出外現

金の受入れの決定をしようとするときは､ 歳入歳出

外現金受入調書により行わなければならない｡

２及び３ 略

(保証金等の払戻しの請求)

第96条 保証金等の払戻しを受けようとする者は､ 請

求書を知事又は出納機関の長に提出しなければなら

ない｡ ただし､ 保管証書の提示により債権者である

ことが確認できるときは､ この限りでない｡

(遅延利息等)

第120条 契約担当職員は､ 契約者が期限内に契約の

履行を終らないときは､ 遅延日数に応じ契約金額か

ら既済部分又は既納部分に対する相当額を控除した

額につき年3.6パーセントの割合で計算した遅延利
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息又は違約金を徴収しなければならない｡

(出納機関等の証拠書類の保管)

第149条の２ 出納機関の出納員及び資金前渡出納員

は､ 前条の規定による毎月の支出の証拠書類の編さ

んをその翌月の末日までに行い､ これを保管しなけ

ればならない｡

附 則

１～３ 略

４ 当分の間､ 第２条第３号及び別表第１の規定にか

かわらず､ 知事が別に定める出納機関の事務に関し､

生活環境部消費生活センターを出納機関とみなし､

この規則の規定を適用する｡ この場合において､ 第

５条第２項の規定による出納員には､ 生活環境部消

費生活センターの次長の職にある者をもって充て

る｡

５ 略

６ 略

７ 当分の間､ 第２条第３号及び別表第１の規定にか

かわらず､ 鳥取県東部総合事務所福祉保健局を出納

機関とみなし､ この規則の規定を適用する｡ この場

合において､ 第５条第２項の規定による出納員には､

福祉企画課長の職にある者をもって充て､ 鳥取県東

部総合事務所福祉保健局の分任出納員の任免の事務

は､ 鳥取県東部総合事務所福祉保健局長に委任し､

第６条の規定により､ 知事は､ 出納長をしてその事

務の一部を出納員に委任させ､ 又は出納員をしてさ

らに生活保護費の返還金､ 母子福祉資金及び寡婦福

祉資金の償還金並びに児童措置費 (児童相談所長の

措置に係るものを除く｡)､ 老人保護措置費､ 知的障

害者措置費及び母子衛生費の負担金の一部の収納に

関する事務を分任出納員に委任させるものとする｡

鳥取県予算規則 (昭和39年鳥取県規則第36号) の規

定の適用についても､ また同様とする｡

８ 当分の間､ 第２条第３号及び別表第１の規定にか

かわらず､ 鳥取県西部総合事務所福祉保健局を出納

機関とみなし､ この規則の規定を適用する｡ この場

合において､ 第５条第２項の規定による出納員には､

福祉企画課長の職にある者をもって充て､ 鳥取県西

息又は違約金を徴収しなければならない｡

(出納機関等の証拠書類の提出)

第149条の２ 出納機関の出納員は､ 毎月､ 前条の規

定により編さんした支出の証拠書類を､ 出納機関の

長を経て翌月20日までに出納長に提出しなければな

らない｡

２ 資金前渡出納員は､ 毎月､ 前条の規定により編さ

んした証拠書類を､ 所属の長を経て翌月10日までに

出納長に提出しなければならない｡

附 則

１～３ 略

４ 略

５ 略

６ 当分の間､ 第２条第３号及び別表第１の規定にか

かわらず､ 鳥取県西部総合事務所福祉保健局を出納

機関とみなし､ この規則の規定を適用する｡ この場

合において､ 第５条第２項の規定による出納員には､

福祉企画課長の職にある者をもって充て､ 鳥取県西
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部総合事務所福祉保健局の分任出納員の任免の事務

は､ 鳥取県西部総合事務所福祉保健局長に委任し､

第６条の規定により､ 知事は､ 出納長をしてその事

務の一部を出納員に委任させ､ 又は出納員をしてさ

らに生活保護費の返還金､ 母子福祉資金及び寡婦福

祉資金の償還金並びに児童措置費 (児童相談所長の

措置に係るものを除く｡)､ 老人保護措置費､ 知的障

害者措置費及び母子衛生費の負担金の一部の収納に

関する事務を分任出納員に委任させるものとする｡

鳥取県予算規則の規定の適用についても､ また同様

とする｡

９ 略

10 略

11 略

別表第１ (第２条､ 第５条関係)

部総合事務所福祉保健局の分任出納員の任免の事務

は､ 鳥取県西部総合事務所福祉保健局長に委任し､

第６条の規定により､ 知事は､ 出納長をしてその事

務の一部を出納員に委任させ､ 又は出納員をしてさ

らに生活保護費の返還金､ 母子福祉資金及び寡婦福

祉資金の償還金並びに児童措置費 (児童相談所長の

措置に係るものを除く｡)､ 老人保護措置費及び知的

障害者措置費の負担金の一部の収納に関する事務を

分任出納員に委任させるものとする｡ 鳥取県予算規

則 (昭和39年鳥取県規則第36号) の規定の適用につ

いても､ また同様とする｡

７ 略

８ 略

９ 略

別表第１ (第２条､ 第５条関係)

機 関 職 機 関 職

略 略

鳥取県名古屋事務所 主幹 鳥取県名古屋事務所 主幹

鳥取県東部総合事務所 県民局企画総務課

長補佐

鳥取県八頭総合事務所 県民局企画県民課

長補佐

略 略

鳥取県日野総合事務所 県民局企画総務課

長補佐

鳥取県日野総合事務所 県民局企画総務課

長補佐

鳥取県八頭県民局 県民室主幹

鳥取県東部県税事務所 収税課長 鳥取県東部県税事務所 総務課長

略 略

鳥取県男女共同参画センター 主幹 鳥取県男女共同参画センター 主幹

鳥取県東部福祉保健局 福祉企画課長

略 略

鳥取県食肉衛生検査所 次長 鳥取県食肉衛生検査所 次長

鳥取県立消費生活センター 次長

略 略

鳥取県立米子高等技術専門校 総務課長 鳥取県立米子高等技術専門校 総務課長

鳥取県鳥取地方農林振興局 総務課長

鳥取県八頭地方農林振興局 総務課長

鳥取県農業試験場 総務普及課長 鳥取県農業試験場 総務課長

鳥取県園芸試験場 総務普及課長 鳥取県園芸試験場 総務課長

鳥取県畜産試験場 総務普及課長 鳥取県畜産試験場 企画総務課長

鳥取県中小家畜試験場 総務普及課長 鳥取県中小家畜試験場 企画総務課長

略 略
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鳥取県林業試験場 総務普及課長 鳥取県林業試験場 総務課長

鳥取県立鳥取二十世紀梨記念

館

館長補佐

略 略

鳥取県栽培漁業センター 略 鳥取県栽培漁業センター 略

鳥取県鳥取地方県土整備局 総務課長

鳥取県八頭地方県土整備局 総務課長

略 略

鳥取県東部教育局 次長 鳥取県東部教育事務所 次長

鳥取県中部教育局 次長 鳥取県中部教育事務所 次長

鳥取県西部教育局 次長 鳥取県西部教育事務所 次長

略 略

鳥取県船上山少年自然の家 庶務係長 鳥取県立生涯学習センター 次長

鳥取県大山青年の家 庶務係長

略 略

別表第１の２ (第６条関係)

１ 出納員に委任させる事務

別表第１の２ (第６条関係)

１ 出納員に委任させる事務

区 分 委 任 事 務 区 分 委 任 事 務

部

県民室及び管

財課

庶務集中局物

品調達室

地域自立戦略

課

教育委員会事

務局家庭・地

域教育課

議会事務局及

び警察本部警

察県民課

警察本部交通

指導課

出納機関及び出

納機関に指定し

ない機関

略

物品の管理､ 受払い及び照合に

関する事務

本人確認情報の開示に係る書面

の作成及び送付に要する費用に

係る現金の収納に関する事務

県民カレッジの受講料の収納に

関する事務

略

道路交通法 (昭和35年法律第

105号) 第51条の４第１項の放

置違反金及び同条第13項の延滞

金の出納及び保管に関する事務

略

部

県民室及び管

財課

市町村振興課

議会事務局及

び警察本部警

察県民課

出納機関及び出

納機関に指定し

ない機関

略

本人確認情報の開示に係る書面

の作成及び送付に要する費用に

係る現金の収納に関する事務

略

略
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２ 分任出納員に委任させる事務 ２ 分任出納員に委任させる事務

区 分 委 任 事 務 区 分 委 任 事 務

名古屋事務所

東部総合事務所

八頭総合事務所

中部総合事務所

西部総合事務所

日野総合事務所

公文書､ 行政資料その他の書類

の写しの作成及び送付に要する

費用に係る現金の収納に関する

事務

１ 公文書､ 行政資料その他の

書類の写しの作成及び送付に

要する費用に係る現金の収納

に関する事務

２ 県が発行する刊行物及びバッ

ジの販売代金並びに送付に要

する費用に係る現金の収納に

関する事務

３ 県営住宅家賃及び敷金並び

に港湾施設に係る使用料の一

部の収納に関する事務

１ 公文書､ 行政資料その他の

書類の写しの作成及び送付に

要する費用に係る現金の収納

に関する事務

２ 県が発行する刊行物及びバッ

ジの販売代金並びに送付に要

する費用に係る現金の収納に

関する事務

１及び２ 略

３ 生活保護費の返還金､ 母子

福祉資金及び寡婦福祉資金の

償還金並びに児童措置費 (児

童相談所長の措置に係るもの

を除く｡)､ 老人保護措置費､

知的障害者措置費及び母子衛

生費の負担金の一部の収納に

関する事務

４～６ 略

略

生活保護費の返還金､ 母子福祉

資金及び寡婦福祉資金の償還金

並びに児童措置費 (児童相談所

長の措置に係るものを除く｡)､

知的障害者措置費及び母子衛生

費の負担金の一部の収納に関す

中部総合事務所

西部総合事務所

日野総合事務所

１及び２ 略

３ 生活保護費の返還金､ 母子

福祉資金及び寡婦福祉資金の

償還金並びに児童措置費 (児

童相談所長の措置に係るもの

を除く｡)､ 老人保護措置費及

び知的障害者措置費の負担金

の一部の収納に関する事務

４～６ 略

略

生活保護費の返還金､ 母子福祉

資金及び寡婦福祉資金の償還金

並びに児童措置費 (児童相談所

長の措置に係るものを除く｡)

及び知的障害者措置費の負担金

の一部の収納に関する事務



附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 平成18年４月１日から施行する｡

(経過措置)

２ 改正後の鳥取県会計規則第120条の規定は､ この規則の施行の日以後に相手方を決定する契約に係る遅延利

息又は違約金について適用し､ 同日前に相手方を決定した契約に係る遅延利息又は違約金については､ なお従

前の例による｡

鳥取県物品事務取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博
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県税事務所

福祉相談センター

～園芸試験場

鳥取港湾事務所

及び鳥取空港管

理事務所

る事務

略

略

略

県税事務所

東部福祉保健局

福祉相談センタ

ー～園芸試験場

鳥取地方県土整

備局

鳥取港湾事務所

及び鳥取空港管

理事務所

略

生活保護費の返還金､ 母子福祉

資金及び寡婦福祉資金の償還金

並びに児童措置費 (児童相談所

長の措置に係るものを除く｡)､

老人保護措置費及び知的障害者

措置費の負担金の一部の収納に

関する事務

略

県営住宅家賃及び敷金並びに港

湾施設に係る使用料の一部の収

納に関する事務

略

別表第２ (第38条の２関係)

支出負担行為の整理区分表

別表第２ (第38条の２関係)

支出負担行為の整理区分表

区 分

支出負担行

為として整

理する時期

支出負担行

為の範囲

支出負担行

為に必要な

主な書類等

区 分

支出負担行

為として整

理する時期

支出負担行

為の範囲

支出負担行

為に必要な

主な書類等

１～７

略

８ 交際

費

９～24

略

略

支出決定の

とき｡

略

略

支出しよう

とする額

略

略

見積書､ 支

出額調書

略

１～７

略

８ 交際

費

９～24

略

略

支出決定の

とき｡

略

略

支出しよう

とする額

略

略

請求書

略



鳥取県規則第53号

鳥取県物品事務取扱規則の一部を改正する規則

鳥取県物品事務取扱規則 (昭和39年鳥取県規則第12号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条 (以下 ｢追加条｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下 ｢改正部分｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分 (追加条を除く｡ 以下 ｢改正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正

後部分に改め､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､ 当該改正後部分を加える｡
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改 正 後 改 正 前

(物品出納員)

第５条 知事は､ 知事部局の本庁各課 (課に相当する

ものを含み､ 総務部自治研修所､ 生活環境部衛生環

境研究所､ 生活環境部消費生活センター､ 商工労働

部産業技術センター及び農林水産部農業大学校を除

く｡ 以下同じ｡)､ 出納局､ 議会事務局､ 教育委員会

事務局の各課等 (課に相当するものを含む｡ 以下同

じ｡)､ 人事委員会事務局､ 監査委員事務局､ 労働委

員会事務局及び警察本部の会計課に物品出納員を置

く｡

２～４ 略

(物品保管主任)

第５条の２ 知事は､ 使用中の物品の保管を行わせる

ため､ 知事部局の本庁各課､ 出納局､ 議会事務局､

教育委員会事務局の各課等､ 人事委員会事務局､ 監

査委員事務局及び労働委員会事務局 (以下 ｢本庁各

課等｣ という｡)､ 警察本部の各課並びに鳥取県会計

規則 (昭和39年鳥取県規則第11号) 第２条第２号に

規定する機関､ 総務部自治研修所､ 生活環境部衛生

環境研究所､ 生活環境部消費生活センター､ 商工労

働部産業技術センター及び農林水産部農業大学校並

びに鳥取県東部総合事務所福祉保健局及び鳥取県西

部総合事務所福祉保健局 (以下 ｢機関等｣ という｡)

に物品保管主任を置く｡

２ 略

(資金前渡者の購入した物品の引継ぎ等)

第７条 資金の前渡を受けた職員は､ その購入した物

品 (現地で消費する物品を除く｡) を､ 物品引継書

により知事又は出納機関 (鳥取県会計規則附則第２

項から第８項までの規定により出納機関とみなされ

る総務部自治研修所､ 生活環境部衛生環境研究所､

(物品出納員)

第５条 知事は､ 知事部局の本庁各課 (課に相当する

ものを含み､ 総務部自治研修所､ 生活環境部衛生環

境研究所､ 商工労働部産業技術センター及び農林水

産部農業大学校を除く｡ 以下同じ｡)､ 出納局､ 議会

事務局､ 教育委員会事務局の各課等 (課に相当する

ものを含む｡ 以下同じ｡)､ 人事委員会事務局､ 監査

委員事務局､ 労働委員会事務局及び警察本部の会計

課に物品出納員を置く｡

２～４ 略

(物品保管主任)

第５条の２ 知事は､ 使用中の物品の保管を行わせる

ため､ 知事部局の本庁各課､ 出納局､ 議会事務局､

教育委員会事務局の各課等､ 人事委員会事務局､ 監

査委員事務局及び労働委員会事務局 (以下 ｢本庁各

課等｣ という｡)､ 警察本部の各課並びに鳥取県会計

規則 (昭和39年鳥取県規則第11号) 第２条第２号に

規定する機関､ 総務部自治研修所､ 生活環境部衛生

環境研究所､ 商工労働部産業技術センター及び農林

水産部農業大学校並びに鳥取県西部総合事務所福祉

保健局 (以下 ｢機関等｣ という｡) に物品保管主任

を置く｡

２ 略

(資金前渡者の購入した物品の引継ぎ等)

第７条 資金の前渡を受けた職員は､ その購入した物

品 (現地で消費する物品を除く｡) を､ 物品引継書

により知事又は出納機関 (鳥取県会計規則附則第２

項から第６項までの規定により出納機関とみなされ

る総務部自治研修所､ 生活環境部衛生環境研究所､



附 則

この規則は､ 平成18年４月１日から施行する｡

鳥取県通訳案内業法施行細則を廃止する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博
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生活環境部消費生活センター､ 商工労働部産業技術

センター及び農林水産部農業大学校並びに鳥取県東

部総合事務所福祉保健局及び鳥取県西部総合事務所

福祉保健局を含む｡ 以下同じ｡) の長に引き継がな

ければならない｡ ただし､ 催物等に使用した物品の

残余については､ 近くの機関等の長に引き継ぐこと

ができる｡

２及び３ 略

(出納の登録)

第11条 出納長､ 出納員､ 分任出納員又は物品出納員

は､ 物品の出納の通知を受けたときは､ 物品を管理

するための情報処理システムで総務部庶務集中局が

所管するもの (以下 ｢物品管理システム｣ という｡)

の物品出納簿 (以下 ｢物品出納簿｣ という｡) にそ

の受払いを登録しなければならない｡ ただし､ 次に

掲げる物品については､ 契約・交付伺書､ 寄附物品

受納伺書等をもって物品出納簿に代えることができ

る｡

(１) ～ (４) 略

２ 略

(売払物品の売払い)

第35条の２ 売り払うことを目的として取得した物品

(以下 ｢売払物品｣ という｡) を売り払うときは､ 物

品売払伺書により行わなければならない｡

２ 売払物品を保管する物品保管主任は､ その受払い

を売払物品受払簿により整理しなければならない｡

ただし､ 知事が別に定める場合は､ この限りでない｡

３ 所属長は､ 職員をして売払物品の月末の現在高を

確認させなければならない｡

４ 前項の確認を命ぜられた職員は､ 確認を終了した

ときは､ 売払物品受払簿に確認済の旨の表示をしな

ければならない｡

商工労働部産業技術センター及び農林水産部農業大

学校並びに鳥取県西部総合事務所福祉保健局を含む｡

以下同じ｡) の長に引き継がなければならない｡ た

だし､ 催物等に使用した物品の残余については､ 近

くの機関等の長に引き継ぐことができる｡

２及び３ 略

(出納の登録)

第11条 出納長､ 出納員､ 分任出納員又は物品出納員

は､ 物品の出納の通知を受けたときは､ 物品を管理

するための情報処理システムで出納局が所管するも

の (以下 ｢物品管理システム｣ という｡) の物品出

納簿 (以下 ｢物品出納簿｣ という｡) にその受払い

を登録しなければならない｡ ただし､ 次に掲げる物

品については､ 契約・交付伺書､ 寄附物品受納伺書

等をもって物品出納簿に代えることができる｡

(１)～(４) 略

２ 略



鳥取県規則第54号

鳥取県通訳案内業法施行細則を廃止する規則

鳥取県通訳案内業法施行細則 (平成11年鳥取県規則第13号) は､ 廃止する｡

附 則

この規則は､ 平成18年４月１日から施行する｡

児童福祉法に基づく指定居宅支援事業者の指定等に関する規則を廃止する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第55号

児童福祉法に基づく指定居宅支援事業者の指定等に関する規則を廃止する規則

児童福祉法に基づく指定居宅支援事業者の指定等に関する規則 (平成14年鳥取県規則第88号) は､ 廃止する｡

附 則

この規則は､ 平成18年４月１日から施行する｡

鳥取県立福原荘管理規則を廃止する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第56号

鳥取県立福原荘管理規則を廃止する規則

鳥取県立福原荘管理規則 (昭和57年鳥取県規則第13号) は､ 廃止する｡

附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 平成18年４月１日から施行する｡

(鳥取県住民基本台帳法施行細則の一部改正)

２ 鳥取県住民基本台帳法施行細則 (平成14年鳥取県規則第81号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削る｡
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改 正 後 改 正 前

(条例第２条の規則で定める事務)

第１条の２ 略

２～４ 略

５ 条例第２条第５号の規則で定める事務は､ 鳥取県

立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例 (昭和

39年鳥取県条例第11号) 第３条の許可 (鳥取県立岩

井長者寮に係るものに限る｡) の申請の受理又はそ

(条例第２条の規則で定める事務)

第1条の２ 略

２～４ 略

５ 条例第２条第５号の規則で定める事務は､ 鳥取県

立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例 (昭和

39年鳥取県条例第11号) 第３条の許可 (鳥取県立岩

井長者寮及び鳥取県立福原荘に係るものに限る｡)



鳥取県育成医療給付措置費負担命令規則を廃止する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第57号

鳥取県育成医療給付措置費負担命令規則を廃止する規則

鳥取県育成医療給付措置費負担命令規則 (昭和62年鳥取県規則第26号) は､ 廃止する｡

附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 平成18年４月１日から施行する｡

(経過措置)

２ この規則の施行の日前に行われた障害者自立支援法 (平成17年法律第123号) 附則第25条の規定による改正

前の児童福祉法 (昭和22年法律第164号) 第20条第１項の規定による育成医療の給付の措置に要する費用の負

担命令については､ なお従前の例による｡

鳥取県中小企業設備資金貸付規則等を廃止する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第58号

鳥取県中小企業設備資金貸付規則等を廃止する規則

次に掲げる規則は､ 廃止する｡

(１) 鳥取県中小企業設備資金貸付規則 (昭和39年鳥取県規則第55号)

(２) 鳥取県中小企業経営健全化資金貸付規則 (昭和41年鳥取県規則第10号)

(３) 鳥取県特別金融対策資金貸付規則 (昭和41年鳥取県規則第11号)

附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 平成18年４月１日から施行する｡

(鳥取県中小企業設備資金貸付規則の廃止に伴う経過措置)

２ この規則の施行の日 (以下 ｢施行日｣ という｡) 前に､ 廃止前の鳥取県中小企業設備資金貸付規則第３条の

規定に基づき同規則第１条の金融機関が同規則第２条の中小企業者に貸し付けた資金に係る県の当該金融機関

に対する貸付けについては､ なお従前の例による｡

(鳥取県中小企業経営健全化資金貸付規則の廃止に伴う経過措置)

３ 施行日前に､ 廃止前の鳥取県中小企業経営健全化資金貸付規則第３条第１項の規定に基づき同項の金融機関
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の申請に係る事実についての審査とする｡

６～11 略

の申請の受理又はその申請に係る事実についての審

査とする｡

６～11 略



が同規則第２条第３号の中小企業者等に貸し付けた同規則第３条第１項の長期運転資金に係る県の当該金融機

関に対する貸付けについては､ なお従前の例による｡

(鳥取県特別金融対策資金貸付規則の廃止に伴う経過措置)

４ 施行日前に､ 廃止前の鳥取県特別金融対策資金貸付規則第３条第１項の規定に基づき同項の金融機関が同規

則第２条の中小企業者等に貸し付けた同規則第３条第１項の特別金融対策資金に係る県の当該金融機関に対す

る貸付けについては､ なお従前の例による｡

鳥取県中山間地域活性化資金利子補給規則を廃止する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第59号

鳥取県中山間地域活性化資金利子補給規則を廃止する規則

鳥取県中山間地域活性化資金利子補給規則 (平成２年鳥取県規則第58号) は､ 廃止する｡

附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 平成18年４月１日から施行する｡

(経過措置)

２ この規則の施行の日 (以下 ｢施行日｣ という｡) 前に､ 廃止前の鳥取県中山間地域活性化資金利子補給規則

(以下 ｢旧規則｣ という｡) 第５条の規定による利子補給契約に基づき､ 利子補給について知事の承認の行われ

ている中山間地域活性化資金については､ 旧規則の規定は､ 施行日後も､ なおその効力を有する｡

港湾法施行細則の一部を改正する規則を廃止する規則をここに公布する｡

平成18年３月31日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第60号

港湾法施行細則の一部を改正する規則を廃止する規則

港湾法施行細則の一部を改正する規則 (平成17年鳥取県規則第103号) は､ 廃止する｡

附 則

この規則は､ 公布の日から施行する｡
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